
新興国コンプライアンスセミナー

アジア新興国の経営リスク低減へ

公益財団法人日本生産性本部

日 程：2012年11月6日（火）14:00～17:00
場 所：日本生産性本部 セミナー室 （東京・渋谷）
対 象：新興国に進出している企業のコンプライアンス責任者

新興国進出を検討している企業のコンプライアンス責任者
講 師：プラムフィールドアドバイザリー 代表取締役 梅原 哲也氏
参加費：31,500円（賛助会員）36,750円（一般）【消費税込み】

【セミナー概要】

【プログラム】

１４：００開始

１．新興国の日本企業におけるコンプライアンス問題例

２．コンプライアンスと不正対策の基本アプローチ

・コンプライアンス・不正リスクの基礎

３．新興国におけるコンプライアンス制度の運用

・現地法人によるコンプライアンス体制

・現地従業員に効果的に倫理観を醸成する研修・教育

・内部通報制度など適切なモニタリング施策

４．現地法人におけるコンプライアンス推進における課題

・現地法人の経営資源上の課題

・本社の役割と責任の分担

１７：００終了

●このような課題はありませんか？

新興国でのビジネスは拡大しているが、コンプライアンスの取り組みは
遅れている。

新興国の従業員にコンプライアンスの浸透を図っているが、日本での
やり方では効果的に進まない。

新興国の商習慣や文化の違いから、想定していないコンプライアンス上
の課題が発生してしまう。



お申込要領

お申込・お問い合わせ先

１．お申し込みは下記申込書にご記入の上、FAXいただくか、www.jpc-net.jp からお申し込みください。
２．ご参加の受付は、定員になり次第締め切らせていただきます。
３．参加のご案内（参加証）及び請求書は、開講２週間前を目途にお送りいたします。
●参加費のお支払いは、コース開催前日までにお振込み願います。
●お申込み後、ご出席できなくなった場合は、代理の方にご参加頂くか、開催日より８営業日（土日祝日を含む）までにご連絡ください。それを過ぎま
すと規定のキャンセル料を申し受けます。
●参加者が5名を下回った場合には、開催を見合わせる場合がございます。
※個人情報の取扱いについて
1.参加申し込みによりご提供いただいた個人情報は、当本部の個人情報保護方針に基づき、安全に管理し、保護の徹底に努めます。なお、当本部の個
人情報保護方針の内容については当本部のホームページ（http://www.jpc-net.jp）をご参照願います。
2.個人情報は、本セミナーの事業実施にかかわる参加者名簿等の資料等の作成、ならびに当本部が主催する各事業におけるサービス提供や事業のご
案内及び顧客分析、市場調査のためにのみ利用させていただきます。
3.法令に基づく場合を除き、個人情報を第三者に開示、提供することはございません。
4.個人情報の開示、訂正、削除につきましては、経営開発部または総務部個人情報保護担当（TEL３４０９－１１１２）までお問い合わせ下さい。
5.本案内記載事項の無断転載をお断りいたします。

公益財団法人 日本生産性本部 経営開発部 グローバルマネジメントセンター 担当：桶川・熱田
〒150-8307 東京都渋谷区渋谷３－１－１ ＴＥＬ０３－３４０９－１１１８ ＦＡＸ０３－５４８５－７７５０

URL:http://www.jpc-net.jp （WEBからもお申込み可能です）

ふりがな 年 月 日

貴組織名 TEL FAX

ご住所（〒 － ）

お申込責任者芳名 お役職・ご所属 E-mail

ご参加者芳名① お役職・ご所属

ご参加者芳名② お役職・ご所属

新興国コンプライアンスセミナー参加申込書

●請求書送付先 □お申込責任者様宛 □その他（ ） 様宛

講 師

◆プラムフィールドアドバイザリー 代表取締役 梅原 哲也 氏

世界９０ヶ国、５２０拠点においてコンプライアンスやリスク管理、不正対策、監査、法務サービ
スを提供するGGIグループの日本法人代表。 毎年地球を５～８周し、新興国現地で日本企業
の抱える不正などの問題、コンプライアンス体制の推進、教育研修などを展開している。

ＦＡＸ ０３－５４８５－７７５０

日本企業は、アジア新興国へのビジネス拡大を進めていますが、コンプライアンスの取り組み
には遅れが目立ち、現地で多くのコンプライアンス問題や不正問題が露呈しつつあります。
問題の大小はございますが、トラブルが続き、現地での喫緊の経営課題となっております。
アジアの新興国は経済成長を続けていますが、法整備や法執行などは遅れが目立ち、商慣
習や価値観の違いもあり、従業員の倫理観等の意識浸透もまだ途上にあると考えます。
そこで、新興国において安定した経営の根幹となるコンプライアンス経営の実現、それに必要
なコンプライアンス制度の構築・整備、従業員へのコンプライアンス浸透、モニタリング施策等
について、その基本理論と該当について現地に詳しい専門家が講義致します。

セミナーの概要


